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ソーシャルビジネス全国フォーラムの開催結果

参加者がＳＢ／ＣＢについての望ましい理解と認識を深めること、ＳＢ／ＣＢ事業者

および将来的なその担い手の発掘・育成、日本におけるＳＢ／ＣＢの振興を図る気運を

盛り上げることを目的として、「ソーシャルビジネス全国フォーラム」を開催した。

参加者が互いに刺激し合い、各自のモチベーションを高め、この場から新しいＳＢ／

ＣＢが動き出す臨場感を味わうことのできるフォーラムとなることを目指し、マッチン

グ・パートナーシップを推進するとともに、我が国における本格的なＳＢ／ＣＢ推進が

スタートすることを全国に情報発信・普及啓発した。

【開催概要】

■ 日時：２００９年３月１９日（木）１０：００～１７：４５

（フォーラム終了後の交流会 １８：００～１９：３０）（会費制）

■ 場所：ＴＯＣ有明コンベンションホール

（〒135-0063 東京都江東区有明２丁目５番７号 ＴＯＣ有明４F）

■ 主催：ソーシャルビジネス推進イニシアティブ、経済産業省

■ 後援：内閣府、総務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省、

全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会、日本商工会議所

■ 参加者：４７３名（内訳は下記参照）

所属セクター 人数 備考

NPO・団体 １４５名

行政 ６７名

企業 １１６名

研究者・学生 ５５名

個人 ６７名 事務局および運営スタッフを含む

プレス ２３名

合計 ４７３名
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■プログラム
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環境、福祉、教育などの社会的課題の解決にビジネスの手法で取り組む“ソーシャルビ

ジネス”。

数年後には２兆円規模の産業になると予測されており、地域における新たな産業、雇用

の創出や、暮らしの視点に立った第一次産業をはじめとする既存の産業の活性化につな

がります。多様な価値観を創出し、社会問題と経済問題を同時に解決する切り札としても

期待されています。

企業をはじめとする組織や個人の社会的責任を表現し、持続可能な「豊かな生活」「豊か

な仕事」を実現するソーシャルビジネスで、今、希望を日本に。

ソーシャルビジネスの時代が始まる今、ここから
ソーシャルビジネスの全国ネットワークを創出します。

～全国的なソーシャルビジネス推進のために、以下の取り組みを目指します～

１．ソーシャルビジネスの創出

・ソーシャルビジネスの担い手の育成

・ソーシャルビジネス創出のための仕組みと場づくり

２．ソーシャルビジネスへの参画

・ソーシャルビジネスへの就職機会の拡大

・企業、行政等とのパートナーシップの促進

３．ソーシャルビジネスへの支援

・ソーシャルビジネスやその担い手についての普及啓発

・ソーシャルビジネスに対する事業環境の基盤づくり

2009年3月19日
ソーシャルビジネス推進イニシアティブ

日本ソーシャルビジネス宣言

日本の希望、ソーシャルビジネスを始めよう
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ソーシャルビジネス推進イニシアティブについて

社会的な課題をビジネスとして、事業性を確保しながら解決する活動としてソーシャルビジネス／コミュニティビジ

ネスは、新たな産業・雇用を創出し、地域及び社会・経済全体の活性化の担い手として大きく期待されていますが、社

会的認知度は低く、地域住民、金融機関、企業等から十分な理解や支援を得られていないのが現状です。そこで、我が

国のソーシャルビジネス／コミュニティビジネス振興を図り、もって地域経済の活性化へと導くべく、ソーシャルビジ

ネス／コミュニティビジネス事業者や有識者等で「ソーシャルビジネス推進イニシアティブ」を構成し、ソーシャルビ

ジネス／コミュニティビジネスの広報啓発事業等を企画・立案・実施するとともに、ソーシャルビジネス／コミュニテ

ィビジネス関係者が協力して行う全国規模での活動等のあり方の検討・提言を行うこととしました。

（構成員）

座長 中村 陽一 立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科 教授

委員 鈴木 政孝 特定非営利活動法人イー・エルダー 理事長

関 正雄 株式会社損害保険ジャパン 理事 CSR・環境推進室長

谷口 奈保子 特定非営利活動法人ぱれっと 理事

濱口 敏行 ヒゲタ醤油株式会社 代表取締役社長

社団法人経済同友会（NPO・社会起業推進委員会委員長）
原田 勝広 日本経済新聞社 編集委員

藤田 和芳 NGO大地を守る会 会長
株式会社大地を守る会 代表取締役社長

前田 正尚 株式会社日本政策投資銀行設備投資研究所 主任研究員

宮城 治男 特定非営利活動法人ETIC.（エティック）代表理事

地域協議会 河西 邦人 北海道コミュニティビジネス・ソーシャルビジネス協議会 会長

（札幌学院大学商学部 教授）

加藤 哲夫 東北ソーシャルビジネス推進協議会 会長

（特定非営利活動法人せんだい・みやぎＮＰＯセンター 代表理事）

永沢 映 広域関東圏コミュニティビジネス推進協議会 代表幹事

（特定非営利活動法人コミュニティビジネスサポートセンター 代表理事）

関戸 美恵子 東海・北陸コミュニティビジネス推進協議会 代表世話人

（特定非営利活動法人起業支援ネット 理事）

山田 裕子 近畿ソーシャルビジネス・ネットワーキング 事務局長

（特定非営利活動法人大阪ＮＰＯセンター 理事・事務局長）

中村 隆行 中国地域ＣＢ／ＳＢ推進協議会 事務局

（社団法人中国地域ニュービジネス協議会 推進プロジェクトマネージャー

／特定非営利活動法人ひろしまＮＰＯセンター 副代表理事）

藤目 節夫 四国地域コミュニティビジネス推進協議会 会長

（愛媛大学法文学部 教授）

田村 馨 九州ソーシャルビジネス促進協議会 会長

（福岡大学商学部 教授）

親川 善一 シマンチュビジネス協議会 事務局長

（特定非営利活動法人調査隊おきなわ 理事長）

事務局長 町野 弘明 特定非営利活動法人ソーシャル・イノベーション・ジャパン 常務理事・事務局長

株式会社ソシオエンジン・アソシエイツ 代表取締役

また、本イニシアティブの下に、ソーシャルビジネス／コミュニティビジネスに係る普及啓発・企業等とのマッチ

ング専門委員会を設置し、ソーシャルビジネス／コミュニティビジネスの普及啓発とソーシャルビジネス／コミュニ

ティビジネス事業者と企業等とのマッチングの促進に繋がる全国フォーラムのプログラム等を検討・立案しました。

（構成員）

委員長 日野 公三 株式会社アットマーク・ラーニング 代表取締役

委員 井出 勉 社団法人日本ペンクラブ 事務局長代理

菊地 健

岸田 眞代

後藤 栄司

坂本 文武

矢崎 和彦

パナソニック株式会社社会文化グループ戦略・企画チーム 参事

特定非営利活動法人パートナーシップ・サポートセンター（ＰＳＣ）代表理事

全国地方新聞社連合会 幹事

ウィタンアソシエイツ株式会社 取締役 シニアコンサルタント

株式会社フェリシモ 代表取締役社長

（表面）



■参加者アンケート結果

有効回答数６８通のアンケートを回収した。集計結果は、以下のとおり。

質問１：このイベントをどのようにご存知になりましたか

質問２：参加動機について（複数選択可）



質問３：プログラムについて

質問４：全体を通してのご意見、ご感想、来年度「ソーシャルビジネス全国フォーラム」

へのご希望など

全国フォーラムのイベント内容や運営について次のような意見が寄せられた。

・ プログラムの内容については「充実していた」、「刺激になった」などの感想

が寄せられ、 情報収集の場として満足していただけたことがうかがえる。

・ 一方で、分科会が事前登録の定員制だったために希望の分科会に参加できなか

ったという不満があがっている。

・ その他には、「食事や休憩スペースがない」、「会場の座席に机がなく不便」

といったハード面の不満も見られる。

・ 今後の期待として、このようなイベントは継続的に開催されることが望まれて

いる。

・ 具体的な要望としては、資金確保など具体的な場面に役立つプログラムや、様々

な層が参加しやすいイベントにすること、東京以外で開催することなどが挙げ

られている。

「ソーシャルビジネス」についての参加者の考えは、「このようなイベントに初めて参加

し参考になった」という意見から、「自分でもソーシャルビジネスを実践したい」という

意気込みが感じられるものまで様々な段階がある。一方、ＮＰＯがビジネス手法を取り入

れ、企業がＣＳＲに取り組むなど両者の垣根が低くなってきている状況下で、ソーシャル

ビジネスを特別に扱うことへの疑問も見受けられる。



質問５：ソーシャルビジネス推進イニシアティブによるソーシャルビジネスの支援活動、

研究活動、普及･啓発活動、人材育成活動などにおいて、取り上げてほしいテーマや課題な

どのご意見

ソーシャルビジネス推進イニシアティブの活動について様々な要望が挙げられている：

・ 事例を視点、ジャンルごとに公開してほしい。

・ 人材活用や企業との連携、巻き込み方について取り上げて欲しい。

・ ソーシャルビジネスのスタートアップについて具体的事例や支援情報について

教えて欲しい。

・ ソーシャルビジネスのウェブサイトや雑誌などのメディアとしてどんなものが

あるのか知りたい。

今後ソーシャルビジネスの発展のために必要なこととしては、下記のような意見が寄せら

れた：

・ ソーシャルビジネスの意義や実態を広報宣伝していくこと、ＮＰＯ同士のネッ

トワークをより強固にすることが挙げられている。

・ 他に、ソーシャルビジネスのノウハウは共有するのではなくビジネスモデル特

許として収入源とすべきという意見やファイナンス人材が必要、中小企業支援

のスキームを活用できるという意見が出ている。

以上


